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１．計画の目的

　この計画は、令和２年３月に策定した第２期 こまえ子ども・若者応援プラン（以下「応援プラン」という。）を着実に推進していくために、重点的・優

先的に取り組んでいく４つの重点施策について、令和６年度までの計画期間内に取り組む内容と手順を明らかにするものです。

　この令和５年度版では、令和４年度までの各事業の進捗状況を評価し、令和５年度以降の事業展開を整理しています。

２．計画期間

　この計画の計画期間は応援プランに合わせて令和６年度までとします。

　また、市の財政状況のほか、各事業の進捗状況や今後の社会の変化、国の制度改正等に伴う新たな課題に対応するため、施策の変更等も含め、その状況

に応じて、この計画の中に位置づけながら、具体的な施策事業として取り組んでいきます。

３．計画の推進体制

　この計画は応援プランと同様に、市長を本部長とする「狛江市子ども・子育て支援事業計画推進本部」と担当部長及び関係課長で構成される「狛江市子

ども・子育て支援事業計画庁内委員会」にて全庁的な連絡・調整を行いながら、有識者、関係機関、市民、市職員で構成される「狛江市子ども・若者・

子育て会議」において、毎年度計画の実施状況を点検・評価し、計画を推進していきます。

担当課
狛江市子ども・子育て支援

事業計画庁内委員会

狛江市子ども・若者・子育て会議

狛江市子ども・子育て支援

事業計画推進本部
庁議

意見 決定

〔　計画の推進体制　〕
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４．４つの重点施策とそのポイント

　応援プランを着実に推進していくため、計画期間中において、重点的に取り組んでいく施策です。応援プランでは以下の４つの施策を重点施策として位

置づけます。

（１）妊娠期から青年期までの先を見据えた切れ目のない包括的支援

≪施策のポイント≫

・母子保健を起点とする妊娠期からの関係機関の連携による切れ目のない包括的な支援

・子どもや若者たちへの理解と社会とのつながりを持てる支援の推進

・関係機関をまたぐ相談支援を可能とする情報共有、引継ぎのしくみの構築

・児童発達支援センターを中心とした、子どもの発達に係る支援

　ライフステージを通して切れ目のない支援を行うとともに、支援につながっていない人を早期に発見し、働きかけを行います。また、支援の拠点と

なる子育て・教育支援複合施設を中心に、様々な関係機関や支援機関が相互に連携し、必要に応じた情報の共有、引継ぎを行うしくみをつくり、家庭

や子ども・若者に対する包括的な支援体制を構築します。

　また、子どもの発達に係る支援については、地域療育システムが円滑に機能するよう、狛江市児童発達支援センターを中心に、関係機関とともに子

どもの育ちを支援していきます。

（２）ゆとりを持って子どもと向き合える子育て環境づくり

≪施策のポイント≫

・ちょっとしたことでも気軽に相談できる場の提供

・子どもや子育てと向き合うためのワーク・ライフ・バランスの推進

・世代や立場を超えて、身近でいろいろな価値観に触れることができる機会の創出

・子育て家庭との双方向コミュニケーションの実践

　近年の子育て家庭を取り巻く環境は大きく変化しています。その変化に対応しながら、子育て家庭が日々の生活の中で生じる育児に対する不安や負

担感を軽減し、ゆとりを持って子どもに向き合えるよう、気軽に相談できる場の提供やワーク・ライフ・バランスの推進に努めるとともに、世代や立

場を超えて、身近でいろいろな価値観に触れ合える機会の創出を目指します。

　また、子育てに関する様々な情報を子育て家庭に伝えていくとともに、子育て家庭と市の関係性の向上を図るため、子育て家庭との双方向のコミュ

ニケーションを図っていきます。



（３）児童虐待の予防・防止

≪施策のポイント≫

・子どもに関わる関係機関のネットワークの強化

・保護者が気軽に子どもや家庭のことを相談できる場の提供や体制整備

・保護者と地域住民に向けた児童虐待の防止と体罰によらない子育てに関する周知・啓発

　子どもの人権を著しく侵害し、子どもの心身の成長と人格形成に重大な影響を与える児童虐待について、虐待が深刻化する前の早期発見・対応に向

けて、子どもに関わる関係機関同士のネットワークをさらに強化するとともに、保護者が家庭の問題を抱え込み過ぎないようにするための機会を提供

しながら、子どもや家庭のことを気軽に相談できる場の提供や体制整備に努めます。

　また、体罰によらない子育てを推進するため、保護者と併せ広く地域住民に対し、体罰や暴力が子どもに及ぼす悪影響や体罰によらない子育てに関

する理解が広まるよう、周知・啓発活動に努めます。

（４）子どもの貧困対策の推進　【子どもの生活支援推進計画】

≪施策のポイント≫

・すべての子どもが夢や希望を持って成長していけるような支援と環境整備

・様々な支援者による、様々な種類の支援を組み合わせた多面的な支援

・「体験の貧困」を補完するための子どもの居場所の確保・創出

　すべての子どもの将来が、その生まれ育った環境によって左右されることのないよう、心身ともに健やかに育ち、教育の機会均等が保障されるとと

もに、子ども一人ひとりが夢や希望を持つことができるようにするための支援と環境整備を推進します。

　そのための子どもの貧困対策については、家庭の状況に応じて、関係機関や支援団体などの支援者が子どもや家庭に寄り添い、支援を受けることが

困難な家庭も含めて、必要な情報提供を行い、生活や教育、就労、経済的支援など、様々な種類の支援を組み合わせて多面的に支援を行い、その連鎖

を食い止めます。

　また、子どもの成長段階において、貧困によって様々な経験の欠如がもたらされることのないよう、「体験の貧困」にも着目し、子どもが居心地の

良い場所を見つけ、様々な人と関わりながら成長していけるような場の確保・創出のため、居場所づくりを進めるとともに、「体験の貧困」を補完す

るための事業を推進します。
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4
５．重点施策の関連事業一覧

■関連事業と担当課　 ※（再掲）の事業については、重点施策ごとに年次計画を定めています。この一覧は令和４年度以降の担当課に●をしています。
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福祉保健部 子ども家庭部 教育部

1-1-1 子育て・教育支援複合施設の運営 9

1-1-2 乳児家庭全戸訪問事業の充実 10

1-1-3 乳幼児健診の充実 11

1-2-10 幼稚園・保育園・小学校の交流・連携 12

1-5-1 児童発達支援センターの運営 13

1-5-2 地域療育システムの構築、運用 14

1-5-3 関係機関(幼稚園・保育園・学校等)との連携 15

1-5-4 相談事業の充実 16

1-5-5 乳幼児発達健康診査の充実 17

1-5-6 保育園等における障がいのある子どもの受入れの推進 18

1-5-7 児童発達支援事業の推進 19

1-5-8 就学相談等の推進 20

1-5-9 特別支援教育の推進 21

1-5-10 学校における発達障がいのある児童･生徒への支援 22

1-5-11 児童･生徒を中心とした支援ネットワークの構築 23

1-6-1 子ども家庭支援センターの充実 24

1-6-2 教育支援センターの充実 25

1-6-3 学校における相談支援体制の強化 26

1-7-6 青少年育成事業の支援・充実 27

2-1-1 妊婦面談の充実 28

2-1-2 妊婦健診の充実 29

2-1-3 産後ケアの検討 30

2-1-7 専門職による相談の実施 31

2-1-8 母子訪問指導の実施 32
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福祉保健部 子ども家庭部 教育部

2-2-1 子どもに係る総合相談窓口の開設 33

2-2-2 専門性のある多様な相談体制の充実 34

2-2-4 多様な媒体による情報提供と双方向コミュニケーションの推進 35

2-2-5 身近な交流の場の提供 36

2-2-8 子育てや家庭教育に関する学びの機会の充実 37

2-2-9 子育て仲間づくり･子育てグループ･子育てサークルの育成･支援 38

2-3-1 男女共同参画推進計画の推進 39

2-3-2 市民に向けたワーク･ライフ･バランスに関する周知･啓発活動 40

2-3-3 事業所との協働推進 41

3-2-9 世代間・異年齢交流の促進 42

1-8-1 相談・カウンセリング事業の推進 43

1-8-2 児童虐待防止に向けた周知・啓発と関係機関の連携 44

1-8-3 社会的養護に関わる人材の確保、育成 45

1-8-4 子どもの権利条約の普及啓発 46

1-8-5 ＤＶ等への相談支援の充実 47

1-8-6 スクールソーシャルワーカーの活動推進 48

2-2-1(再掲) 子どもに係る総合相談窓口の開設 49

2-2-2(再掲) 専門性のある多様な相談体制の充実 50

2-2-3 養育支援訪問事業の充実 51

2-2-8(再掲) 子育てや家庭教育に関する学びの機会の充実 52

1-1-7 乳幼児の医療費助成の実施 53

1-1-8 義務教育就学児の医療費助成の実施 54

1-1-9 高校生世代の医療費助成の検討 55

1-3-1 学童クラブの拡充 56

1-3-2 放課後子ども教室事業（KoKoA）の推進 57

1-3-3 新・放課後子ども総合プランの推進 58

1-3-4 児童館・児童センターの充実 59
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福祉保健部 子ども家庭部 教育部

1-3-5 プレーパークの運営・支援 60

1-3-6 地域センター等既存施設の活用 61

1-3-7 学校施設及び体育施設の開放 62

1-6-1(再掲) 子ども家庭支援センターの充実 63

1-6-2(再掲) 教育支援センターの充実 64

1-6-3(再掲) 学校における相談支援体制の強化 65

1-6-4 ひとり親家庭相談支援の充実 66

1-6-5 母子家庭等の自立を支援する事業等の促進 67

1-6-6 母子及び父子福祉資金の貸付 68

1-6-7 ひとり親家庭ホームヘルプサービス 69

1-6-8 ひとり親家庭等の医療費の助成 70

1-6-9 児童扶養手当・児童育成手当の支給 71

1-6-10 就学援助費の支給 72

1-6-11 奨学資金の支給 73

1-6-12 ショートステイ事業の充実 74

1-6-13 学習支援事業の推進 75

1-6-14 子ども食堂の推進 76

1-6-15 フードバンクを通じた食料支援 77

1-7-2 児童館・児童センターの活用 78

1-7-5 子ども・若者の居場所の確保 79

1-7-8 若者に係る相談支援の充実 80

2-2-6 就労支援情報の提供の促進 81

2-2-7 アウトリーチ型情報提供の検討 82

2-2-11 児童手当の支給 83

重点施策 事業№ 事業名
政
策
室

地
域
活
性
課

Page
福
祉
政
策
課

福
祉
相
談
課

健
康
推
進
課

子
ど
も
政
策
課

児
童
育
成
課

子
ど
も
発
達
支
援
課

学
校
教
育
課

教
育
支
援
課

指
導
室

社
会
教
育
課

公
民
館

子どもの貧

困対策の推

進



６．評価概要

◆評価の方法と決定までのプロセス

・p.30 事業2-1-3　産後ケアの検討

・p.33 事業2-2-1　子どもに係る総合相談窓口の開設

・p.49 事業2-2-1（再掲）　子どもに係る総合相談窓口の開設

・p.54 事業1-1-8　義務教育就学児の医療費助成の実施

・p.55 事業1-1-9　高校生世代の医療費助成の検討

◆基準と評価結果

Ａ評価

評価 評価基準 評価結果

Ａ
年次計画に沿って進捗、かつ

最終目標も達成
5

Ｂ
年次計画に沿って進捗してい

るが、最終目標は未達成
70

Ｃ 年次計画が未達成 0

Ｄ まったく進捗していない 0

　この実施計画では、第２期 こまえ子ども・若者応援プラン（以下

「応援プラン」）の事業のうち重点施策の関連事業を評価していま

す。

　この関連事業の評価はまず各事業の担当課が行い、狛江市子ども・

子育て支援事業計画庁内委員会にて、必要な調整を行いました。その

後、狛江市子ども・若者・子育て会議において意見をいただいた上

で、狛江市子ども・子育て支援事業計画推進本部を経て、最終決定を

します。

　今回の評価は、各事業の年次計画に記載されている各項目における

令和４年度の実施状況を確認したうえで、事業全体を俯瞰した観点か

ら総合的な評価を行いました。この評価の結果は、以下のとおりで

す。

0 0 0 0

23

9 9

29

1

1 1

2
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10

15

20

25

30

35

重点施策１ 重点施策２ 重点施策３ 重点施策４

第２期こまえ子ども・若者応援プラン実施計画（令和５年度版）

評価一覧

A

B

C

A

B

C

A

B

C

A

B

C
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７．本表の見方

前年度までの取り組

み状況、評価とその

理由、今後の課題

「第2期 こまえ子ど

も・若者応援プラ

ン」で定めた各事業

の内容

・事業名

・事業内容

・令和6年度まで

　の目標

計画期間における各

担当課ごとの関連事

業と各年次の取組内

容

※今回は、令和５年

度以降の事業を見直

し

子ども家庭支援センターの運営・事業

児童発達支援センターの運営・事業

３センターによる連携会議

アドバイザーの活用

教育支援センターによる支援事業

令和６年度までの目標・方針

8．年次計画

①
事
業
情
報

重点施策 1 妊娠期から青年期までの先を見据えた切れ目のない包括的支援

事
業
概
要

　子ども家庭支援センター、児童発達支援センター、 教育支援センターが、センターごと
に子育て家庭への適切な相談対応を行うだけでなく、各センター間の密な連携を通し
て、子どもたちの健やかな発達に寄与する。また、市内の関係機関との円滑な情報共有
を積極的に行い、切れ目のない支援を実現するための市の子育ての中枢機関となるよう
な運営を進める。
　その運営については継続的に検証を行い、より良い支援が実施できるよう、事業の改善
を図っていく。

基本施策 1-1 子どもの健やかな成長に向けた支援

事業名 1-1-1 子育て・教育支援複合施設の運営

担当課 子ども発達支援課／教育支援課

【評価の理由】
年次計画上の項目について、概ね計画どおりに事業を実施できたた
め『B評価』とする。

　３つのセンターが密に連携して相談対応や情報共有等を行い、切れ目のない支援を提供できる体制を構築し、市の新たな子育てや教育の支援拠点としての確立を目指す。
　また、複合施設に専門的な知見から支援するアドバイザーを設置し、評価・検証を行いながら、より良い運営につなげる。

②
取
組
・
評
価

前
年
度
の
取
組

・
課
題

　【子ども発達支援課・教育支援課】各支援センターが個別の相談に適切に対応するとともに、子ども家庭支援センター
に設置した総合相談窓口では、子どもや家庭に関するあらゆる相談を受け付けて必要に応じて関係機関（虐待が疑わ
れる場合は虐待ワーカー、子どもの発達に係る相談の場合は児童発達支援センター等）へつないだ（令和４年度総合
相談窓口での相談受理件数161件のうち関係機関へつないだ件数44件。令和３年度総合相談窓口での相談受理件
数163 件のうち関係機関へつないだ件数56件）。児童発達支援センターでは、切れ目のない一貫した支援に向け、教
育支援センターにケースの引継ぎを行った（児童発達支援センターから教育支援センターに引き継いだ件数16件）。ま
た、３支援センターの全スタッフに対し連携に関するアンケートを行い、３支援センター間の課題解決や情報共有のため
の３センター連携会議を年間10回実施し、更なる連携強化に努めた。
発達サポーター育成講座修了者の活用方法等について、アドバイザーから助言をいただいた。

前年度の取組に対する評価
R2 R3 R4 R5 R6

B B B

③
年
次
計
画

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 担当課

子ども発達支援課

教育支援課

実　　績 計　　　画

令和６年度

（活用方法の検討）

（実施）

（実施）

（実施）

（実施）

（実施）

（実施）

令和５年度～令和６年度の年次計画は、令

和４年度の取組を受けて、必要に応じて修正

を加えています。

年次計画に記載したものの当該年度に実

施できなかった取組には「×」を記載してい

ます。

見本



子ども家庭支援センターの運営・事業

児童発達支援センターの運営・事業

３センターによる連携会議

アドバイザーの活用

教育支援センターによる支援事業

8．年次計画

重点施策 1 妊娠期から青年期までの先を見据えた切れ目のない包括的支援

基本施策 1-1 子どもの健やかな成長に向けた支援

令和６年度までの目標・方針

前年度の取組に対する評価
R2 R3 R4 R5 R6

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 担当課

実　　績 計　　　画

事業名 1-1-1 子育て・教育支援複合施設の運営

担当課 子ども発達支援課／教育支援課

　３つのセンターが密に連携して相談対応や情報共有等を行い、切れ目のない支援を提供できる体制を構築し、市の新たな子育てや教育の支援拠点としての確立を目指す。
　また、複合施設に専門的な知見から支援するアドバイザーを設置し、評価・検証を行いながら、より良い運営につなげる。

B B B

【評価の理由】
年次計画上の項目について、概ね計画どおりに事業を実施できたた
め『B評価』とする。

教育支援課

①
事
業
情
報

事
業
概
要

　子ども家庭支援センター、児童発達支援センター、 教育支援センターが、センターごと
に子育て家庭への適切な相談対応を行うだけでなく、各センター間の密な連携を通し
て、子どもたちの健やかな発達に寄与する。また、市内の関係機関との円滑な情報共有
を積極的に行い、切れ目のない支援を実現するための市の子育ての中枢機関となるよ
うな運営を進める。
　その運営については継続的に検証を行い、より良い支援が実施できるよう、事業の改
善を図っていく。

②
取
組
・
評
価

前
年
度
の
取
組

・
課
題

　【子ども発達支援課・教育支援課】各支援センターが個別の相談に適切に対応するとともに、子ども家庭支援センター
に設置した総合相談窓口では、子どもや家庭に関するあらゆる相談を受け付けて必要に応じて関係機関（虐待が疑わ
れる場合は虐待ワーカー、子どもの発達に係る相談の場合は児童発達支援センター等）へつないだ（令和４年度総合
相談窓口での相談受理件数161件のうち関係機関へつないだ件数44件。令和３年度総合相談窓口での相談受理件
数163 件のうち関係機関へつないだ件数56件）。児童発達支援センターでは、切れ目のない一貫した支援に向け、教
育支援センターにケースの引継ぎを行った（児童発達支援センターから教育支援センターに引き継いだ件数16件）。ま
た、３支援センターの全スタッフに対し連携に関するアンケートを行い、３支援センター間の課題解決や情報共有のため
の３センター連携会議を年間10回実施し、更なる連携強化に努めた。発達サポーター育成講座修了者の活用方法等
について、アドバイザーから助言をいただいた。

③
年
次
計
画

子ども発達支援課

（活用方法の検討）

　（実施）

　（実施）

　（実施）

　（実施）

　（実施）

（実施）
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